
■全体の流れと今回の審議予定

◆平成２４年度第三回経営検討委員会　水道施設整備事業再評価（第２回目）の概要

≪前回審議内容≫ ≪今回の審議予定≫

事業をめぐる社会情勢の変化等 水需要予測の検討 代替案の検討 費用対効果分析 総合評価

佐世保市の水事情や社会情勢の変

化、再評価制度の内容等を確認

将来の水需要を予測し、新規開発

が必要な水源の量を検証
必要な水量を得るための方策を検

証
選択した方策の有効性、妥当性を

検証

答申

≪最終回≫
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

経営検討委員会

●本市の地形特性や水源の実情

●前回再評価以降の社会情勢

・・・など

化、再評価制度の内容等を確認 が必要な水源の量を検証

●水需要の全体像

●用途別の予測

H36年に

117千㎥

が必要

結果

証

●１４の案を抽出

●組合せを含めて概要検討

●石木ダムとの詳細の比較検討

検証

●事業の効果（便益）の算出

●事業にかかる費用の算出

●費用対効果の分析

これまでの検討結

果を踏まえて、事

務局より提案

委員会としての意

見を取りまとめ、

事業者に答申

対応方針の判断 厚生労働省に報告

◆厚生労働省

厚生労働省の判断

再評価においては、主に事業をめぐる社会情勢等の変化、

水需要予測に基づく事業の効果、代替案立案の可能性の検

討、費用対効果の分析など検討することとされています。

前回の委員会では、水需要予測の検討まで審議を行い。

事業者（水道局）

■③代替案の検討の流れ

答申を踏まえて、第九期拡張事業

（石木ダム事業）の方針を決定

●継続

●見直し

●中止

●休止

対応方針を国（厚生労働

省）に報告
国庫補助の採択の可否、

継続の必要性の有無を判

断するとともに、評価結果

として公表

前回の委員会では、水需要予測の検討まで審議を行い。

平成３６年度を目標年度として、日量117,000㎥の原水

が必要との結論を頂きました。

今回は、必要水量を得るための方策を検証し、選択され

た方策の有効性等を判断するための費用対効果分析を行い、

前回審議結果も踏まえた「総合評価」までの審議を行う予

定としています。

１．代替案の抽出

「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用（厚生労

働省）」等を参考に、本市で立案可能な１４の案を抽出しま

す。

石木ダム以外のダム

≪主な代替案≫

河道外貯留施設

既存ダムの再開発

地下水利用

２．代替案の選定

技術上の対応可能性、法制度上の対応可能性、開発水量な

どの複数の観点から評価を行い、立案の可能性があるものを

選定し、絞り込みます。

選定に当たっては、複数の代替案の組み合わせによる複合

案を含めた検討を行います。

３．石木ダムとの比較検討

立案可能性がある案と石木ダムとを以下のような点を

含めて詳細に比較検討し、必要水量を開発するための方

策を決定します。

必要水量を

開発するための

立案可能性

複数の方策を

組み合わせて

必要水量を開発

●事業の進捗状況

●地域社会への影響

●環境への影響

●コスト

海水淡水化 ・・・ほか９案
立案可能性

必要水量を開発

する案を検討

●コスト

・・・など



■④費用対効果分析

事業により生み出される効果と、その事業に係る費用を比較することで、事業

実施の妥当性を評価する手法です。分析の実施にあたっては、「水道事業の費用

対効果分析マニュアル」（厚生労働省 平成２３年７月）を参考に行います。

水道事業の再評価では、一般に、この効果を貨幣価値に換算し便益と費用の比

を示す費用便益比（便益÷費用）で評価されます。

便益とは、新規水源が確保できなかった場合に生じる渇水による減断水被害額

≪費用対効果とは？≫
ダム

浄水場

配水池

費用：水道利用者のもとへ給水を行うために必要な水道施

設の更新等の全費用を含みます。

便益とは、新規水源が確保できなかった場合に生じる渇水による減断水被害額

（以下渇水被害額）を想定します。

費用とは、第９期拡張事業に要する事業費です。
取水場

累計渇水被害額

累計事業費
事業の竣工

÷
全事業の費用便益比(A÷B)＝

A
新渇

再評価

≪費用便益比算定のイメージ≫

費用便益比の計算

渇水による被害額の累計（新規水源なし）

費用便益比の判断の目安

便益 費用

÷
全事業の費用便益比(A÷B)＝新

規
水
源
確
保
に
よ
る

渇
水
被
害
の
減
額
分

B
全
事
業
の

渇水による被害額の累計（新規水源あり）

C
残
事
業
の

便益 費用

÷
残事業の費用便益比(A÷C)＝

便益

建設費
更新費＋維持管理費

事業費の累計

費用便益比（Ｂ／C）が１．０以上である場合、便益（事業

の効果）がコストを上回っていることを示すので、投資を行

■⑤総合評価

供用期間事業期間

費
用

（便益算定期間は50年間＝マニュアルのとおり）

の
費
用

横軸に時間をとり、縦軸に累計渇水被害額と累計事業費を取ります。

赤線は、渇水による被害額の累計を示しています。新規水源が確保できな

い場合は、時間の経過とともに右肩上がりに増加しています。しかし、新規

水源が確保できれば、渇水による被害額は小さくなり、時間の経過とともに、

ほぼ横ばいとなります。

便益とは、新規水源が確保できない場合の渇水の被害額の累計と新規水

源が確保できる場合の渇水の被害額の累計の差となります。

時間

緑線は事業の費用について示しています。建設期間は建

設費等が発生します。完成後には、維持管理費や水道施設

の更新費等が発生します。時間の経過とともに、事業費累計

は右肩上がりに増加していきます。

以上のことにより、便益と事業費を用いて計算を行い、費用

対便益分析を行います。

の効果）がコストを上回っていることを示すので、投資を行

う価値があると判断できる。

■⑤総合評価

前回の審議内容を含めて、総合的な評価を行います。


